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平成15年10月1日より、国際協力事業団は、独立行政法人国際協力機構となりまし
た。本報告書では、研究会開催当時の「国際協力事業団」が使われていますが、これら

はすべて、「独立行政法人国際協力機構」を指しております。なお、英文略称である
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序　　文

当事業団が事業を展開している開発途上国においては、環境、人口、食糧問題など

地球規模の課題への取り組みが重要性を増している一方、国ごとに異なる特性や発展段

階に応じたきめの細かい援助を実施する必要があります。このような観点から、当事業

団では各開発途上国の開発の現状や課題に即した国別の援助アプローチを強化するた

め、有識者の方々にご協力をいただき、各国に対する援助の方向性を検討する国別援助

研究を実施してまいりました。これまでに延べ42件の国別援助研究会を設置し、その

研究成果を報告書に取りまとめております。

当事業団は、1989年及び1996年の2回に亘り、タイに対する国別援助研究会を実施

し報告書を取りまとめました。両研究会においては、80年代末からの急速な経済発展

やそのなかで内包する地域格差、環境問題等に対応した援助のあり方を、それぞれ提言

いたしました。

しかしながら、1997年7月に発生したアジア通貨危機、1999年以降の危機からの回復

と好調な輸出と内需に支えられた経済規模の拡大、及び2001年に成立したタクシン政

権の強力なリーダーシップに基づく政治運営や行政改革など、今日のタイにおける状況

は大きく変化しております。加えて、ASEANの経済統合や二国間の自由貿易協定が強

力に推進され、インドシナ地域の経済関係にも近年大きな動きが見られます。

本研究会は、以上のような環境の変化に対応し、タイの今後の発展の方向性、アジア

におけるタイ及び日・タイ関係の位置づけ等に焦点を当てて議論し、我が国の同国に対

する今後の協力のあり方についての提言を取りまとめることを目的として、発足いたし

ました。

本研究会は、末廣昭東京大学社会科学研究所教授を座長に、有識者、関係機関職員、

当事業団職員、国際協力専門員、専門家など計16名の委員・アドバイザーの方々から

構成され、本報告書が執筆されました。本報告書は、計6回にわたる研究会における議

論の結果を取りまとめたものです。とくに今回は、援助に直接関わっている専門家や有

識者の方々にも深く議論に加わって頂くため、テレビ会議等を活用して現地との意見交

換を重ねてまいりました。

当事業団としましては、本報告書を、今後のタイ国への協力の計画・実施にあたり、

重要な資料として十分に活用するとともに、関係機関におきましても、広く利用される

ことを期待しております。

最後に、本報告書の取りまとめにあたり、末廣座長をはじめとする委員、アドバイザ

ー各位に多大なご尽力を頂きましたことに深謝いたしますと共に、ご協力くださいまし

た関係機関の皆様にあわせて御礼申し上げます。

2003年9月

国際協力事業団

総裁　川上　隆朗
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座長緒言

1997年のアジア通貨危機は、日本にとっても、タイにとっても、ひとつの転機になった。日本

はこの通貨危機を契機に、アジアを「地域」として捉える姿勢を明確にし、アジアに対する本格

的な関与を開始した。その一方、長期不況に悩む日本は、財政負担につながる政府開発援助

（ODA）の見直しも開始した。2003年8月に、ほぼ10年ぶりに改定された新ODA大綱が、ODAの

「戦略性、機動性、透明性、効率性、国民の参加」を重視し、重点地域としてアジアを戦略的に設

定したのは、そうした動きのひとつとみなすことができる。他方、通貨危機の発端になったタイ

では、危機克服のために、当初はIMF・世界銀行など国際機関が提唱する、市場原理重視の制

度改革を実施する。しかし、2001年に登場したタクシン首相は、「首相は国のCEO（最高経営責

任者）」のスローガンのもと、トップダウン方式の政治運営を推進し、同時に、地方経済の活性

化、産業政策、財政改革、社会保障制度の側面でも、次々とスピーディな改革を実施している。

さて、通貨危機前に未曾有の経済拡大と産業構造の高度化を経験し、近い将来、「高齢化社会」

を迎えるタイを、「開発途上国」と呼ぶことはもはやできない。むしろ、タイは「中進国」「準工

業国」「成熟した社会」への仲間入りを果たしつつある国と捉える方が適当であろう。同時に、

タイはさまざまな政策の積み重ねのなかで、自主的な開発能力を着実に向上させてきた。この目

にみえる実績と能力の向上を背景に、タクシン政権は日本だけでなく、他のドナー国・国際機関

に対しても、対等な関係にもとづく「開発のための国際パートナーシップ」を要求し、一方向的

な「援助・被援助関係」の抜本的な見直しを主張した。

そうした中進国化しつつあるタイに対して、戦略性や効率性を強く要求されることになった日

本のODAをどのように活用したらよいのか。これこそが私たち研究会に課された最大の課題で

あった。その結果、私たち研究会は、日本のODA政策、アジアに対する現状認識を検討する一

方、そもそもタイに援助を続ける必要があるのか、続けるとすればその理念や哲学は何か、援助

に代わる新しい協力関係を構築するとすれば、その枠組みと概念は何か、きわめて基本的な問題

から議論を始めることにした。というのも、タイ向けODA政策の再検討は、「中進国」に対する

わが国のODAのあり方の模索にもつながると考えたからである。その成果がこの報告書である。

本研究会は、タイ国別援助研究会としては、第1回（1989年）、第2回（1996年）に次いで、第

3回目である。2002年12月に国際協力総合研修所において準備を兼ねた勉強会を開き、翌2003

年2月に正式に発足したあと、月1回のペースで7月まで計6回の会合を重ねた。この研究会では、

テレビを通じてバンコクの出先機関も討論に参加し、また6月には、現地調査を実施してタイ側

の関連機関、日本の関連機関、NGOなどと意見を交換した。また、この報告書では、タイに関

する現状把握やタイとの協力関係に関する理解を助けるため、多数の人々の協力を得て、100を

超える「コラム」を作成している。報告書と併せてこのコラムが、今後のタイとの新しい協力関

係を構築する上で活用されることを、心から希望したい。

最後に、本報告書のとりまとめにあたっては、委員、アドバイザー、リソースパーソン、JICA、

JBIC、外務省をはじめとする関連省庁のみなさま、タイにおける大使館、JICA事務所、JBIC事

務所、タイ関連諸機関のみなさま、そして国際協力総合研修所事務局のみなさまから、多大なご

協力とご尽力を賜った。ここに記して深く感謝いたします。

2003年9月

タイ国別援助研究会

座長　末廣　昭
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xiii

1  研究会の背景と目的

タイは、1997年の通貨危機から着実に回復し、好調な投資と輸出、内需に支えられて経済規模の

拡大を続け、中進国への仲間入りを果たしつつある。また、2001年に成立したタクシン政権の強力

なリーダーシップのもとで、大胆な政治改革が進められている。

一方で、日本国内においては、厳しい国内の経済状況を踏まえ、2003年には「ODA大綱」が改定

された。新大綱においては、ODAの一層の戦略化、重点化、効率化を進めることが明記されており、

日本が重点地域であるアジアにどのように関与し、その中でODAをどのように位置づけていくかを

見直すべき時期に来ている。

このようなタイ及び日本の状況の変化に対応し、日本とタイとの関係はどうあるべきか、従来の

「援助－被援助」関係でない新たな日タイの協力形態をどのように構築していくべきかを緊急に検討

する必要が生じている。本研究会は、上記のような問題意識のもと、わが国のタイに対する今後の

協力のあり方について提言をまとめる目的で発足した。

2  実施体制

本研究会においては、末廣昭東京大学教授を座長とし、報告書の取りまとめを担当する研究会委

員、および特定テーマにつきコラムの作成や報告書へのコメント等を行うアドバイザーを、有識者、

関係機関職員等から構成し検討を行った。研究会は計6回開催し、テレビ会議等を活用して現地関

係者との意見交換を実施した。

3  報告書の構成

報告書は全体の総論にあたる第1部と、その背景となる分析、情報を取りまとめた第2部及び付属

資料からなる。

「第1部：タイに対する基本認識とわが国ODAのあり方」は、本報告書の総論にあたり、現状の

分析から対タイODAのあり方に関する提言までを簡潔に取りまとめている。まず、1～3章において、

対タイ協力を考える際のベースとなるわが国ODAを巡る状況、日本のアジア及びタイに対する基本

認識等について述べている。その上で、4～6章において、今後の対タイODAのあり方、重点課題、

協力を実施する際の留意点・改善点を提言している。

「第2部：タイの現状と課題」には、第1部の背景となる現状分析を記している。具体的には、タ

イの過去から現在に至る動向を、政治、経済、地域協力、援助等の観点から取りまとめている。

「付属資料：コラム集」では、現在のタイを深く理解するために重要あるいは有益と思われるト

ピックスを選び出し作成したコラムを掲載している。本研究会では、現地事情に精通し、各課題に

実際に関与している有識者および実務関係者の執筆による基本情報としてメンバー間で共有した上

で議論を行った。
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